
「シームレス・アジア実現のためのデータ整備方策」の研究(最終報告) 

平成 26 年 3 月 31 日 

１． 研究の目的 

 閣議決定されている我が国の「国土形成計画」の大きな施策の一つとして位置づけ

られている｢シームレス・アジアの実現｣のためには交通状況等のデータ整備を体系的

に行い側面から支援することが重要である。このため、国土計画協会では自主研究と

して我が国個別地域とアジア近隣国個別地域間の人流を支える交通機関データ整備方

策の研究をデータ集の出版実証事業等により実施した。 

期間：平成 23 年度から平成 25 年度 

対象交通機関：我が国個別地域と韓国個別地域を結ぶ旅客交通機関 

方法：シームレス・アジア実現研究会を協会内に設置 

研究会メンバー：国土交通省国土政策局総合計画課担当者 

国土交通省国土政策局広域地方政策課担当者 

国土交通省政策統括官付参事官室担当者  

国土計画協会国際関係事業関係者  等 

２． 経緯 

（１） 国土計画協会が平成 20 年度に国土交通省から受託した、「国土形成計画におけるモ

ニタリング調査」では、「東アジアとの円滑な交流・連携」を戦略的目標と位置づけ、

進捗状況を表す指標として「東アジア１日圏の人口割合」等を設定し、モニタリン

グしている。この調査の中でより精緻な指標開発の必要性が指摘されていた。 

（２） 2005 年「全国幹線旅客純流動調査（第四回調査）」では、始めて訪日外国人の国内

流動についても調査を開始したが、東京～京都・大阪・愛知など大都市圏では欧米

諸国が多く、道北～道央、福岡～大分・長崎など地方間の OD では近隣アジア諸国

が多いことが分かり、交通の実態にかかる関連データのさらなる整備が必要な状況

にあった。 

（３） 平成 23 年度の国土交通省の「日韓における地域間連携の推進に関する研究会」で

は、姉妹都市・友好都市提携自治体へのアンケート調査を実施し、広域化・多様化

への課題を抽出した。 日韓の広域連携に関する課題としては、活動予算の確保や広

域的事業への参加に関するインセンティブの付与、効率的な事業運営、総合的な情

報提供、事業支援の実施等が挙げられ、これへの対応が求められていた。 

（４） 国土交通省が保有する「全国総合交通分析システム（NITAS）」は GIS との組合せ

によって人流に関し様々な分析が可能であり、そのシステム及び基礎データは公開

され利用されている。データの整備がなされれば韓国を分析対象地域に加えること

も可能であり、関係者によるシステムの改良が期待されていた。 

３．日韓の人流の現状 

①．我が国への国籍別入国外国人数では韓国が最も多く 240 万人である。日本から韓国へ



は 303 万人である。【2012 年下期（7－12 月）と 2013 年上期（1－6）の合計】 

②．韓国からの旅行者の宿泊は東京都をはじめ、大阪府、北海道、福岡県、熊本県、大分

県と広く分布している。 

③．韓国人の入国場所は、入国者数順に関空、成田、羽田、福岡の順であり韓国路線が就

航している空港は国内に 30 箇所ある。 

④．韓国から日本への留学生数も増加傾向にあり、平成 22 年度は２万人を超え、５年間で

1.3 倍になっている。日本から韓国への留学生も増えている。 

⑤．日本に来る際に情報源としては、アジア諸国ではインターネットが多いが、中でも韓

国では個人が情報発信するサイト（SNS、ブログ、クチコミ/評価サイト、掲示板等）を利

用する割合が高い 

 

（のり継ぎ交通データ説明図） 

 

 

４．日韓往来交通機関データの整備 

シームレス・アジア実現研究会は日韓往来交通機関の実態の的確なデータ化の方策を検 

討・検証することを目的としてデータの収集・整理を自ら行った。このデータは個人旅行

者も広く活用できることからデータ集として順次販売し、利用者の意見も反映した。また

必要部分の韓国語訳も作成して添付している。 

（１）「日本と韓国との往来交通機関データ」とは 

（データ提供の意義） 

①． 日韓の国境の存在が両国の人々の交流を妨げないよう、国境を越える航空路線、船舶 



路線をもれなく紹介すると供に、両国の各地のゲートウェイからの円滑な乗り継ぎ情報も 

紹介して、人々の往来の円滑化を図ることができる。 

②．同一内容のデータ集として日本語版、韓国語版を作り、定期的に更新してゆくことに 

より、このデータ集を用いて日韓両国が一つのテーブルにつき、交通サービスの改善策を 

議論できる。 

（データの定義、データ集の構成） 

①．この作業のデータとは図の太い実線と細い実線の交通機関の情報をさす。発車時刻等、 

入手できる最新の情報を収集している。 

②．まず、太い実線にあたるフライトと船の運航データを一覧表の形で示す。 

③．続いて、細い実線の両国ののり継ぎ情報データを示す。 

図の矢印の方向へ鉄道とバスにより移動するルートのデータを示すが、出来るだけ複数の 

ルートを示し、比較できるようにする。 （注意：日本国内では国境方面に向かうデータと 

はなっていない。） 

④データの様式は日韓で共通のものを用いる。 

（データ利用者） 

①．両国の個人旅行者（商用・公用の海外出張者、海外バック・パッカー、帰省者）をタ

ーゲットにしている。 

②．両国の交通サービスの改善計画策定担当者による活用も想定している。 

（特徴） 

①．財団法人国土計画協会の公益のための事業としてデータを提供する。よって、有料で

あっても安価な提供となる。 

②．交通サービスの質的側面（所要時間、頻度、費用、利用可能時間帯、代替ルートの有

無、乗り継ぎ時のバリアフリーへの配慮）を出来るだけ数値化して提供する。 

③．データを提供するにあたって、分かり易さに配慮した簡易な様式を設けて作業を行な

う。これにより、今後の乗り継ぎ情報データの拡充にも備えている。 

④．データの理解を深めるために、独自に略図・説明図を作り、実際に交通機関を利用す

る際に活用がしやすくなっている。 

⑤．日本には韓国の交通機関の日本語時刻表はなく、また韓国にも日本の交通機関の韓国

語時刻表はない。このデータ集はこれらの時刻表機能の一部を提供している。 

⑥．各空港、港からの主要目的地の設定にあたっては、データ利用者のニーズにこたえる

ためビジネス集積地、観光拠点を中心に選定している。 

⑦．主要目的地の設定にあたっては、空港、港の位置している都道府県の推薦を受けた目

的地、ＪＮＴO がインターネットで紹介している観光地、韓国国内にて販売されている観

光ガイドブックにて紹介されている目的地等から総合的に判断して選定している。 

⑧．言葉の壁を乗り越えるための工夫も行った。 

 



５．平成 25 年度作成の最終版データ集の概要（販売用チラシ：表） 

 

  



 

 



６．最終版の発行を終えて 

 １．目的、２．経緯で述べたところをすべて達成することはできなかったが、アジアで

の往来交通機関データの整備にむけて一つの提案ができたと考えられる。 

 

（１）我が国個別地域と先方国個別地域の間の交流・連携への貢献。 

 日韓の航空路線密度が高まりＬＣＣの就航が加速化する中、日本の地方部から韓国の地

方部に（或いはその逆方向）に、公共交通を利用して移動する際の所要時間、費用、ルー

ト選定等を両国の全地域にわたり示したデータ集は「我が国個別地域と先方国個別地域の

間の交流・連携」を進める際の基本データであると再認識でき、また一定の貢献ができた。 

この場合、両国の交通機関の特性に配慮しつつ、もれなくかつ両国を公平に扱ってデー

タ整備を行った。また、データの表示方法を様式化してデータの集約や相互比較をしやす

いようにし、従来にない独自の様式の提案を行なっている。特に、公共交通機関の改廃、

運行時刻・料金変更を調査し、時点を定めた上での提示を行ったので、将来これを定期的

に実施することで有効な時系列データを得ることが可能となる。 

 

（２）言語の相違にともなう障壁の解消方策の提示。 

 日本人が韓国内で移動する際に、このデータ集に従い必要な移動ルートを選ぶことが出

来るが、実際に交通機関を利用する際には日本語の案内が十分とは言えない状況がある。 

本データ集ではこれを補う方法の提示も行った。切符の購入、駅職員等との意思疎通の円

滑化のための交通関係の韓国語リスト、韓国語での意思疎通のためのカードを提案してい

る。 

 また、韓国人が日本国内で移動することの支援については、日本国内のデータ及び日本

の交通機関利用法について忠実な韓国語化を行った。この日本語及び韓国語、2 セットのデ

ータ集はｐｄｆ化しＣＤに収めて提供したので、スマートフォンやタブレット端末に容易

に導入可能である。日本の自治体職員や地域振興の関係者が韓国人旅行者の案内をする際

にも扱いやすくなっている。我が国の地方振興に際しては「アジアの活力の導入」を掲げ、

アジアからの観光客の増加を図ろうとする例が多いが、この局面での活用が期待される。 

 

（３）二国間の文化交流への展開可能性の提示。 

 データ集には両国の移動目的地に関しその土地の紹介文を必ず付け、文化的な相互理解

を深めることを試みた。また韓国に関してはその土地の伝統料理や食材に関する情報も付

加し、韓国の食文化を解説するコラム欄も設けた。このような付加情報による相互理解促

進についても一つの提案ができたと考える。 

 

（４）公的部門のみならず民間部門での活用を期待した。 

 このデータ集作成にあたっては、写真、地図等に関して商用データの使用を避けて著作



権上の問題が起こらない様に配慮した。これは、データをコピーして、あるいは他の媒体

に転載して活用することを積極的に容認しようとしていることによる。また将来における

民間部門からのこの「雛形」たるデータ集の活用申し入れも期待している。このため現在

民間部門において韓国との交流を進めている 3 人に「韓国の交通事情」「韓国の食べ物事情」

「韓国の地方旅行事情」のコラム執筆を依頼したところである。 

                              以上 

 

 

（参考）データから読み取れる日韓の公共交通機関の相違点（例） 

「国際空港から周辺目的地に公共交通機関で移動する際の最安ルートの費用は韓国が割安

であり、また乗り換え回数は多い。」 

・比較のために成田空港と仁川空港から５０～１００㎞に位置する目的地へのデータを次

に示す。 

 

  直線距離㎞        最安パターン１        最安パターン２ 

成田→東京駅 ５５       900 円（路線バス）     1,280 円（ＪＲ快速） 

成田→横浜駅 ７０      1,890 円（ＪＲ快速）     3,500 円（路線バス） 

成田→大宮駅 ７０      1,450 円（日暮里経由     2,750 円（路線バス） 

                 運賃のみ列車） 

 

仁川→水原駅 ５０      4,350ｗ（仁川鉄道一般、   12,000ｗ（路線バス） 

                  地下鉄 2、1 号） 

仁川→利川バスターミナル ９５ 8,750ｗ（仁川鉄道一般   14,100ｗ（路線バス） 

                 地下鉄９号、セントラル 

ターミナルから路線バス） 

仁川→天安駅 ８０      5,250ｗ（仁川鉄道一般、   14,000ｗ（仁川鉄道直通、 

                  地下鉄 2、1 号）   ソウル駅からヌリロ号） 

 

最安パターン１の場合１㎞あたりの費用は 

成田：（９００+１８９０+１４５０）÷（５５+７０+７０）＝22 円/㎞ 

仁川：（４３５０+８７５０+５２５０）÷（５０+９５+８０）＝82ｗ/㎞＝8 円/㎞ 

             ＊換算レート：1 ウォン＝0.1 円（h26,3,27 時点） 

 


